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り、 歴代学長ならびに多くの教職員の皆様が築いてこられた滋賀医科大学の伝統の上に、 大 と附属病院をさらに大きく発展させる責任を痛感しております。 学内外の皆様のご支援とご協力をお願い申し上げ　
私は、 大学卒業以来、 解剖学分野で基礎医学の研究と
医学教育に従事して ました。 研究の専門分野は、 ヒトの正常および異常発生
学で、 中枢神経系や四肢などの








長、 第２代佐野晴洋学長、 第３代岡田慶夫学長、 第４代小澤和惠学長、 第５代吉川隆一学長、 第６代馬場忠雄学長を中心に、 数々の困難を克服しながら大学をここまで発展させてこられました。 この間の多くの教職員の方々と関係各位のご貢献に深い敬意を表 ます。　
40歳は人間では 「不惑」 の年に当たり、 迷わず自らの














運営されてきた各国立大学は、 法人化を契機に根本的な変化を余儀なくされ、 きく変貌しました。 大 の教
職員も意識改革を迫られ、 教育
•研究活動にも多大な
変化がもたらされました。 法人化 よって 人が
意











の方々は滋賀県を中心とした地域で活躍しており、 地域の医師会長などの要職に就く方も増えています。 また、 国内外の医学
•医療の現場で優れた研究業績を挙








いた研究、 総合がん医療推進研究などのプロジェクトを重点的に支援し戦略的に研究を推進してこられ、 それぞれの研究チームは優れた研究成果を世界へ発信してきました。 今後も、 こうした特色ある本学の研究をのばすとともに、 多様な独創的研究が生まれ よう 資源の重点配分 併せて、 幅広い 支援も実施していきたいと考え い す。　
研究の推進には、 研究インフラの整備、 研究費、 研究




ベルの評価を受けました。 また、 病院再開発 平成
23年
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度に完了して見違えるように明るくなり、 手術支援ロボット 「ダ・ヴィンチ」 も配置されました。 今後は、 医療機関の機能分化が進む
のに伴って、 大学と関連病院、 地
域医療機関との連携 益々重要になってきます。 大学と地 の医療機関とのネットワークと人事交流によって、 チーム が進み、 医師やその他の医療スタッフのキャリアアップにも資する体制 充実することを期待しています。 なお、 臨床研究につい は、 過去の 例についての反省も活かし の質の向上を目指して附属病院の 「臨床研究開発センター」 を中心とした体制の強化を進めています。　
平成
16年に新しい臨床研修制度がスタートしました
が、 マッチング制度の導入により研修医が研修先を自由に選べるようになった結果、 研修医の大学離れ、 都市部集中という傾向が目立ち、 地方の医師不足 地域の医療崩壊という深刻な問題が起こりました。 そ て、への医師供給、 医師の教育・研究などの役割を果たしてきた大学 局の機能 弱体化し、 医学研究 国際競争力が目立って低下しました。 滋賀医大の研修医は満足度が高いという調査結果がでており れしく思い すが、 さらに充実した研修プログラムを整備して多く若い医療従事者に滋賀医大で活躍 ていただけるように努めたいと思います。　
その他、 国際化、 情報発信、 学内環境整備など、 取り
組むべき課題が山積しています。 また、 教職員の労働環境、 男女共同参画、 コンプライアンスなどの重要な問題
についても、 引き続き力を入れていくつもりです。　
大学運営については、 国の大学改革方針の中で、 大学
のガバナンス強化が強調されています。 法人化した大学では、 大学が独自の方針で運営することが可能になりましたので、 それに対応して執行部の権限 責任を明確にすることが必要になっています。 私は、 大学運営に当たっては対話を重視し、 トップダウンとボトムアップが調和した透明性の高い運営を心がけたい 就任時に申し上げま 。 今後とも学内の方々と対話する機会を増や 、 できるだけ学内の意見を大学運営に活かしていきたいと考えています。 しか 多くの難問を抱える中で、 すべての人が満足する政策を進めることは不可能です。 構成員の皆様に痛みを伴う改革をお願いしなければならないことがあるかと思いますが、 経営責任を負う学長と執行部の方針を理解していただくよう最大限の努力をはらいたいと思います。　
限りある大学の資源 （人、 予算） をどう配分して有効
に使うかは、 重要な問題です。 学内予算と人 配置 見直し、 真に大学活性化に役立っているか よく評価して、 新たな方式で資源配分を行うことを計画して ます。 事務組織や事務手続きも、 国立大学時代の慣例がそのまま残っているものが多く、 教職員に不必要な負担を強いています。 事務組織の見直しと事務手続きの簡素化 思 切っ 進め よ 、 総務・財務等担当理事のもとで作業を進めています。　
組
織や業務の改善のためには、 現場の教職員の意見と
改善提案が重要であり、教職員一人一人の創意工夫と意欲が大学の発展につながると確信しています。 教職員が働き易く、 また各人が十分に能力を発揮していただける組織を作るよう、 構成員と協力して計画を進め いと考えています。　
滋賀医大は、 文部科学
























































し、 その後１年間日野町にある介護老人保健施設に施設長として勤めていましたが、 このたび理事（副学長） の指名を受け平成
26年４月に大学にも






査に合格しなければなりません。 ２０１０年、 そのＥＣＦＭＧが２０２３年からは世界医学教育連盟 （Ｗ Ｅ、 ＷＨＯの下部組織） の基準で認証を受けた大学の卒業生 （日本 場合２０１７年度入学生に相当） しか申請 受験） を認めないと世界中に表明しました。　
この国際基準に基づく評価と認証を受けてい
ない日本の医 科卒業生はアメリカで研修できないのはもちろんのこと、 日本での医学教育は国際的には通用しないものとみなされ、 その結果、 海外への留学 支障がで り、 海外からの留学生や研究生、 さらには患者の来日が少なくな
学者は増加
）。 これは研究予算の 「選択と集中」 の
仕方が誤っていると思わざるをえません。　
このように現在大学は財政的にも人材面でも
厳しい状況であることをふまえて、 学内の重点研究や個別的研究の助成方法、 実施方法のあり方、滋賀医大を担っていく若手研究者の育成・支援方策を考えていきたい。 その際、 個々の研究者の努力が報われるよう、 またサイエンスとテクノロジーは別物でありそれらの両立が大切であることを念頭に置き、 一見地味なサイエンスにも光が当たるように心がけたいと思って ます。　
以上、 教育と研究に関する課題の概略を述べ
ました。 微力ではありますが 「信頼される良き医療人の育成」 というミッション 果たすべく専心努力し、 教職員はもちろんのこと地域の方々にも喜んでいただけるような大学をめざしていきたいと決意 ています。 皆様のご支援ご協力をよろしくお願い します。
　
副病院長 （医療安全担当） や附属図書館長の経験
を基にして大学病院として求められている役割を果たすべく最大限努力していく所存であります。ミッションの再定義では、 滋賀医科大学は良質な医療人の育成と共に、 県下唯一の特定機能病院として地域医療の中核的役割を担わなければなりません。 同時に、 大学病院として先進的医療や高度医療を提供する責務があります。１． 基本姿勢として　　
附属病院の理念 「信頼と満足を追求する 『全人的医
療』 」 に従って 「患者さんにやさしく、 信頼と満足を与えられる医療」 を目指し邁進 ます。 そのためには、患者さんの気持ちを理解し、 患者さん 目線で考え自らに謙虚で技量を磨き、 病気に対 患者 ん一緒に歩む姿勢でなければならないと考えます。２． 質の高い医療の提供　　
医療安全 ・感染対策は、 最も重要な基本的な課題






します。 また、 臨床倫理方針に基づき信頼できる医療を提供します。３． 地域医療に対する貢献について①
 小児 ・産科医療の充実：ＮＩＣＵ、 ＧＣＵを充実し、 多くの新生児を受け入れ治療しています。 産科医療では、 異常分娩を数多く受け入れており、ＭＦＩＣＵ （母体胎児集中治療室） を開設し総合周産期母子医療センターとして運用しています。
②
 救急集中治療 ・災害医療への貢献：他病院からの重症患者を中心に受け入れていますが、 滋賀県災害拠点病院としてヘリポートを新設し、 救命救急センター （人材育成） の取得を目指しています。
③




 医師キャリアサポ トセンター、 看護臨床教育センターの活動を充実させ、 医師のキャリアアップ、 女性医師支援、 看護師の人材育成を行います。
⑥
 滋賀県がん診療高度中核病院として機能を充実させます。 ロボット支援手術 （
da







４． 先進医療 ・ 高度医療の推進　　
低侵襲外科治療 （内視鏡、 ロボット支援手術） 、 難
治性高度医療 （心臓血管外科手術、 重症眼科疾患、 重症不整脈治療など） および先進医療を推進します。５． 働きやすいやりがいを感じる職場環境の醸成　　
医師等の業務軽減への取り組みや、 努力し成果
をあげた組織 （人） へのインセンティブ、 合同カンファランス、 ラウンド等チーム の一層の推進などを行います。６． 経営の自立化を目指して　
スタッフにコスト意識を持たせ、 無駄を削減す
るように努めます。 医薬品費 診療材料費の見直しなどで支出を削減し、 経営の効率化と業務改善に努めます。７． 臨床研究の強化　
データマネージャー、 ＣＲＣ等人員の充実や臨
床研究支援クラウドシステム、 倫理委員会電子申請システムの導入、 教育、 研修プログラムの充実により臨 開発センターの機能の強化 ・充実を図ります。　
このほか、 考えられる課題は沢山ありますが、 ス
タッフが一体となって問題に取り組み、 出来るものから解決していく努力をすることにより、 「患者さんに信頼される素晴らしい病院」 を目指したいと考えています。
ると危惧されます。　
このような状況下、 日本のすべての医学科は








早急に国際基準を満たしたカリキュラムに改正すべく その検討を始めましたが、 教育制度や国試実施方法など外国との事情のち い、 学内での人員不足など、 新カリキュラムの実施までにはたくさんの課題を解決しなければなりません。 そのためには教職員ならびに学外医療機関の方々にご協力を仰が ければ りません。 よろしくお願いいたします。　
上記のほかに、 入学定員の増加に伴う入学生


































の５年目にあたります。 この 、 国立大学を取り巻く環境の変化と担う責務の変革が求められ、 平成
25年６月に 「今後の国立大学の機能強化に向け










Service, Strategic activated Service ”（ＳＵＭＳ）
プロジェクト２０１０
-２０１５ 「次世代を担う
人材育成と医療科学・技術の創出」 が着実に遂行されているところです。 しかし がら、 第３期中期目標期間における運営費交付金や評価の在り方の抜本的見直しに向けた検討が６月
24日に閣
議決定され、 学長が述べられているように、 ガバナンス機能の強化や学内資源配分について恒常




への対応等に関するガイドライン」 （案） が示され、 平成
27年４月１日より適用される予定となっ





保護、 損害を受けた被験者へ 適切な保障と治療、 研究試料再利用に関するインフォームドコンセント、 被験者への研究結果の通知、 研究倫理委員会の権限強化などが主たる改訂点となっいます。　
また、 文部科学省・厚生労働省合同委員会は人
を対象とする医学系研究に関して、 これまで「疫学研究に関する倫理指針」 と 「臨床研究に関する倫理指針」 を統合した 「人を対象とする医学系
研究に関する倫理指針」 （草案） を示しています。その基本方針には、 ①社会的及び学術的な意義を有する の実施、 ②研究分野の特性に応じた科学的合理性の確保、 ③研究対象者への負担並びに予測されるリスク及び利益の総合的評価、 ④独立かつ公正な立場に立った倫理審査委員会による審査、 ⑤事前の十分な説明と研究対象者等の自由意思による同意、 ⑥社会的 弱い立場にあるの特別な配慮、 ⑦個人情報等の保護、 ⑧研究の質及び透明性の確保が掲げられています。　
具体的には、 研究者等は研究に先立ち、 倫理や
研究実施に必要な知識に関する教育・ 修を受けなければならない （適宜継続して教育・研修を受ける） 。 侵襲を伴う研究のうち通常の診療を越える医療行為を伴うものについては対象者 研究に伴う健康被害への補償が謳われ 研究責任者はあらかじめ、 保険その他 必要な措置を講じ、 研究計画に記載すること等とされています。また、 研 の信頼性確保の観点か 利益相反について、 商業活動に関連しうる研究を実施する場合については、 当該研究に係る利益相反に関する状況を把握し、 研究計画書に記載することとしています。　
本草案は、 学内研究者とくに研究責任者に周知








目となりました。 従来の総務、 施設に加え、 財務も合わせて担当することになりました。 これまでの経験を活かすとともに、 国立大学の改革 ・機能強化が強く求められる中、 さらに緊張感を持って取り組んでまいります。１． 人事 ・ 給与システムの弾力化　　
昨年
11月に文部科学省から 「国立大学改革プラ
ン」 が示されました。 この背景には、 グローバル化、少子高齢化の進展や世界市場における競争激化などがあり、 こ ような状況の中、 国立大学はその役割を十分果たしているのか、 さらなる機能の強化が必要ではないか、 とい 視点です。 大学力は国力であるとの指摘もあります。　
機能強化の方向性として、 国際水準の教育研究
の展開、 大学発ベンチャー支援、 人事 ・給与システムの弾力化、 ガバナ ス機能強 評価の体制強化などがあります。　
人事 ・ 給与システムについては、 本学では、 これま
で法人化のメリットを活かし、 看護師における選択制の給与制度、 事務職員におけるスペシャリストコース及び給与表 策定など柔軟に実施してきましたが、 今年は、 政府から要請のあ 常勤教員への
年俸制導入が大きな課題です。 優秀な教員 確保や組織活性化、 能力主義 ・ 成果主義の実現、 流動性の促進などの観点から、 本学としての導入効果の最大化を睨んだ制度設計が必要であると考えます。２． ガバナンス機能の強化　　
今国会において、 学校教育法及び国立大学法人
法の一部を改正する法律案が成立しましたが、 これは大学の改革 ・機能強化を推進するため、 長補佐体制の強化、 教授会の役割の明確化などが要点となっています。 本学としては、 これら法改正の趣旨を踏まえ、 改革 ・機能強化のための条件整備を進めていく必要があります。 人事、 予算 組織再編などにおける学長のリーダーシップの確立が求められており、 本 としては、 実質上極めて少額となっている学長裁量予算の充実や機能強化のため 人事が課題と考えます。３． コンプライアンス体制の構築　　
大学の存立及び諸活動の基盤、 大前提として、 コ
ンプライアンスがあります。 本学では一昨年の研究費不正使用事案、 昨年の研究倫理不適切事案などが発覚し、 国の法人評価や社会的評価においても大きな打撃を受けました。 本学に対す 信頼も、 本学存在価値を高める運営努力も損なわ 、 非常に残念です。 コンプライアンス知識の不足や誤解 よる面も否定できませんが 基本は教職員ひとりひと の意識です。 コンプライアンス違反が生じ いよう、不断に取り組んでいく必要があると考えます。４． 財政の検証と投資の重点化　　
本学は、 順調に附属病院収入が伸び、 病院におい






























da Vinci ） 」 を導入し、 同年５月から手













































































ションなどのトレーニング、 実際に実施している施設の見学、 この３つをクリアした後、 院内でスタッフ全員によるシミュレーションを行って、 ようやく実施できるようになります。 導入後直ちに手術ができるわけではなく、 長い時間をかけて準備することになります。村上
　
ありがとうございます。 機械の導入か
ら手術に至るまでには様々な技術的なハードルがある訳ですが、 加えて、 本学における医療安全上の規定もあります。 最初の手術
ダ・ヴィンチによる手術は、３Ｄ画像を見ながらロボットを操作して進める（左右ページ）
−Special Article−
























































元で捉えなければいけなかったのが、 ３次元になったという大きなメリットと、 あと、 もう一つ関節が動くというのがありますね。 深部の手術では、 出血量を減らしたり神経を温存したりするのに有利だということですか。河内
　
非常に有利です。 ダ・ヴィンチの有













いため、 その体位によって、 眼圧が高くなったりするといったデメリットがあるため、 患者さん 多少選択 る必要があります。　
しかし、 一番のデメリットはやはりコス
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本学泌尿器科のダ・ヴィンチによる手術件数
−Special Article−












泌尿器科のロボット手術のコースがあって、 本学から 仁講師と小林助教の２名が参加して、 小さなブタを使った手術のトレーニングをしたほか、 小児病院で先天性水腎症のロボット手術を見学してきまし 後進育成のための教育村上
　
デメリットの一つとして触覚がない
ということですが、 これに対しては教育が必要になってくると思います。 先生は腹腔鏡の名手なので、 恐らくスムーズにロボット手術に入られたと思うのですが、 これから若い術者を育てる教育システムについて、 何かお考えや構想はありますか。河内
　
ロボット手術に限らず、 何に注意し










ら問題点を指摘したり、 ディスカッションしたりしています。 次の術者を選んでトレーニングさせる時には当然 前立腺の手術を全部頭に入れたうえでトレーニングを受けていただく。 そのためには、 まず
映
像を見てイメ ジを っかりとらえることが大切だと思 ます。村上
　
我々の世代は、 まず内視鏡に足を踏





定医がありますので、 可能 限りそれ 取

























婦人科では、 現在一 も保険診 が


























ような機能温存 手術にもロボット支援手術が取り入れられる可能性 ある ことですね。ロボットセンター構想へ高まる期待村上
　
腹腔鏡とこのロボット支援手術は
分かれていくのでしょうか。 米国の前立腺全摘における術式の変化を見ますと、 開腹手術や腹腔鏡手術が減り、 ロボット支援手術が増えてきていますが、 どのようにお考えですか。河内
　
現在、 混合診療に対する議論が盛り
上がってきていますが、 希望 る人だけボットを自費 使うといった混合診療になった場合は、 泌尿器科や婦人科などにおいて、 基本的にはロボット支援手術がメインになるのではないかと思 。 特に大学病院などではそうなると思います。　
ただ、 米国で見たことなのですが、 ロ













療科が協力して、 いろ な術式を相談しながら進めていく うのは非常に素晴らしいことだと思います。 例えば、 泌尿器科と婦人科と消化器外科が協力しな ら行う手術と て骨盤内臓器全摘というのがあります。 泌尿器科では膀胱全摘をロボットで行っているのですが、 将来的には骨盤内臓器全摘もロボットでできるようになると思います。 知識を共有し、 横断的に して行う場として、 ロボット手術センター、 そういった組織があれば非常にあり たいいますし、 ぜひみなさんと協力して創っていけたらと思います。村上
　
５、 ６カ所のポート （穴） を開けるだ



























症） は、 小児期に発症し全身の筋組織で成長とともに骨化が進行して、 体の変形や運動障害が進む疾患で、 発症率は２００万人に１人と推定される希少難病です。　
主な症状である異所性骨化は、
本来、








プラン教授によって、 ＦＯＰの遺伝子変異が発見されていますが、 この遺伝子に効果のある治療薬の開発につなげるため、 私たちの研究グループでは遺伝子に影響する化合物 特定にも取り組んでいます。家族の負担軽減患者さんの自立支援につながる在宅ケア技術の開発を目指して　
生活実態調査からわかったことは、
Ｆ
ＯＰ患児は小児期には動けるうちに動くことを心がけ、 学童期には希少難病であることを自覚して、 転倒など 事故防止やＡＤＬ （日常生活動作） 向上 ため 工夫を行い、 思春期にはできなく ったことを嘆くのではなく、 できるよう工夫し自立を目指しているということです。　
症状の程度には個人差がありますが、
患者さんが日々の生活を送 ためさまざまな場面で介護の手が必要です。日常生活援助の専門家である看護師との連携がないま に、 成長とともに進行する身体の変形と運動障害に対して、 子どもの
ＱＯＬが低下しないよう環境を整
え、 補助具を手づくりするなどさまざまな工夫を行って、 患児の日々の生活 支えるために家族が奔走してきたこと 浮き彫りになりました。　
今回の 「
ＦＯＰ患者の異所性骨化を補う
在宅ケアの開発を目指 アクションリサーチ」 では、 研究者と実践者が協力して行うミューチュアルアプローチによるアクションリサーチ
※の手法で、 研究に協力
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希少難病FOP患者の在宅看護技術研究について










さんの在宅ケアの困難さに寄り添い、 患者さんと家族、 研究者がチームを組んで看護技術を工夫することに大き 意義があると考えています。　
そして、
ＦＯＰ患者さんに限らず身体
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